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Abstract
　　Marine electromagnetic （EM） sounding methods were developed originally for imaging the 
deep mantle, partial melt below mid-oceanic ridges, active faults in the crust around subduction 
zones, etc.  Recently, marine EM sounding has been applied extensively for oil, gas, and methane 
hydrate exploration.  In this paper, we introduce various marine EM sounding methods and case 
studies.  Natural fluctuations of EM fields from the ionosphere can be observed on the seafloor 
using ocean-bottom electromagnetometers （OBEMs）, and the marine magnetotelluric sounding 
method can be applied for imaging the deep structure （＞ several km below the seafloor）.  How-
ever, the natural signal is less powerful in the higher frequency band and provides less resolu-
tion for near-seafloor structures.  A high-frequency controlled electromagnetic source on/near/
below the seafloor is necessary for evaluating the shallow structure.  Marine controlled-source 
EM （CSEM） sounding using a horizontal electric dipole, towed near the seafloor and sending an 
electric signal, and OBEMs as receivers settled on the seafloor is widely used for oil and gas 
exploration, and occasionally for methane hydrate explorations.  A vertical electric dipole is also 
used for magnetometric resistivity （MMR） sounding when exploring hydrothermal systems 
around ridges.  On the other hand, both sources and receivers attached to a cable can be towed 
near the seafloor for a continuous survey.  Towed-CSEM sounding with a time-domain analysis is 
used especially for methane hydrate exploration.  Another type of towed-CSEM with magnetic 
signal obtains porosity information on near-seafloor sediments.  A deep-towed marine DC re-
sistivity survey has been applied near the seafloor, and successfully imaged shallow methane 
hydrate distributions in sedimentary layers.  Thus, various marine EM soundings can illuminate 
sub-seafloor methane hydrate, and are useful for discussing the accumulation/dissolution process 
of methane hydrate and the potential of methane hydrate as a new energy resource.
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I．は じ め に

　メタンハイドレート（MH）とは，水分子が水
素結合によって作る篭の中にメタン分子が取り込
まれた水和物であり，低温高圧下で安定な固体で
ある（奥田, 1997）。MHは極域の永久凍土や大
陸縁辺域の堆積層中に認められている。MH層中
には大量のメタンガスが閉じこめられているため
に，MHは新たなエネルギー資源として期待され
ている（例えば, Kvenvolden, 1993）。一方では，
メタンガスは温室効果ガスの一種であるため，
MHの溶解が地球温暖化に与える影響も注目され
ている。
　海底下のMH分布調査においては，反射法地
震探査が用いられることが多い。大陸縁辺部の海
底下には海底擬似反射面（BSR）と呼ばれる海
底面に平行な地震波反射面がしばしば認められ
る。BSRはMH安定層とメタンガス層の境界と
考えられており（Shipley et al., 1979），MH分
布の指標としてしばしば用いられてきた。しかし
一般に，MH層の上面には明瞭な地震波反射面は
認められず，反射法地震探査のみで実際の資源量
評価を行うことは難しい。さらに BSRが認めら
れない海域でも，相当量のMHの存在が示唆さ
れる場合もある（Paull et al., 2000）。近年では
反射法地震探査データに対して地震波速度解析を
行い，MH賦存層と思われる地震波高速度層の検
出も試みられている（羽藤・稲盛, 2002）。しか
し，MHやメタンガスの存在により地震波反射面
が不明瞭な場合（ブランキングと呼ばれる）は，
速度解析の誤差は大きくなることが予想される。
したがって，ある単一の探査方法のみで地下構造
を可視化するのではなく，調査対象物に対して敏
感な物理現象を利用した物理探査法を適正に選択
し，組み合わせて利用する必要がある。これは
MH調査に限ったことではなく，石油・天然ガ

ス・金属資源・地下水などの地下探査全般に言え
ることである。
　そこで本稿では，海底電磁探査のMH調査へ
の適用可能性について考える。Goldberg et al. 

（2000）によれば，MH賦存層の比抵抗値は数十Ωm

以上とされており，MHを含まない堆積層の比抵
抗値（1Ωm程度）とは大きく異なる。電磁探査
は地下の比抵抗（＝単位断面積 1 m2，長さ 1 m

の物質電気抵抗に相当）の分布を探ることができ
るので，MH層のような堆積層中の高比抵抗層の
イメージ化には有効な手法である。本稿では，油
ガス層調査などにおいて近年成果を上げつつある
海底電磁探査の紹介と，海底電磁探査によるMH

検出の例を紹介し，今後の展望について提案す
る。

II．海洋MT（MMT）探査

　海底電磁探査にはさまざまな種類があるが，大
別すると自然の電磁気信号を用いる場合と，人工
的に発生させた電磁気信号を用いる場合がある。
また人工信号を用いるときは，受信部分を海底へ
設置して送信部を調査船で曳航する場合と，送受
信部双方を曳航する場合がある。これらの 3種
類の海底電磁探査を図 1にまとめた。以下に探
査深度の深いほうから順に紹介する。
　地磁気地電流法（Magnetotelluric法：以下，
MT法と記す）は，地表や海底の観測点において
自然の電磁場変動を測定し，地下の比抵抗分布の
情報を得る電磁探査法の 1つである（図 1）。地
磁気変動が地表や海底に作りだす誘導電場の大き
さは，その変動周波数と地下の比抵抗に依存す
る。また電磁場変動が届く深さは周波数にも依存
しており，低周波数ほど地下深くまで浸透する。
測定周波数を変えれば探査深度を変えることがで
きるので，MT法を用いることにより地下浅部～
深部の比抵抗構造の情報を得ることができる。実

Key words： methane hydrate, electromagnetic sounding, resistivity, gas/oil reservoir, controlled 

source

キーワード： メタンハイドレート，電磁探査，比抵抗，油ガス層，人工信号源
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際の調査では観測点を複数設けて，地下構造の水
平・鉛直不均質構造を逆解析（インバージョン）
によって求めることが多い。MT法の原理の詳細
に関しては後藤・三ヶ田（2008）を参照いただ
きたい。
　海底で実施されるMT法を用いた地下比抵抗
構造探査は，海底MT探査あるいは海洋MT探
査（Marine MT：MMT探査）と呼ばれている。
MMT 探査では，海底電位差磁力計（Ocean 

Bottom Electro-magnetometer：OBEM）を複
数台，線上もしくは面的に配置して海底での電
磁場変動を記録する（Constable et al., 1998; 

Kasaya and Goto, 2009）。MMT探査の歴史は古
く，1970年頃から実施されている。当初は海底
下のマントル構造調査などの科学的用途で行われ

てきた（例えば, Constable, 2007によくまとめら
れている）が，近年は観測機器の進歩に伴って，
地殻構造調査にも用いられるようになってきた。
例えば Key and Constable（2002）では東太平
洋海膨でMMT探査を行っており，海嶺下の深
さ 1.5～ 6 kmに周囲よりも低比抵抗なゾーンを
見出しており，これを部分溶融体であると推定し
ている。また後藤ほか（2003）は熊野灘南海ト
ラフにおいてMMT探査を行い，1944年東南海
地震の高速破壊域（いわゆるアスペリティー）を
含む地殻構造が相対的に高比抵抗であることを示
した。これらを含む近年の調査例は Baba（2005）
でも詳しく紹介されている。
　最近では科学目的のみならず，石油資源調査に
もMMT探査が適用され始めており，特に石油
貯留層生成に関与する岩塩の分布把握に成功して
いる。例えばメキシコ湾（水深 1000 m程度）で
は，OBEMによって得られた 42地点の海底電磁
場データを用いたMMT探査が行われており，海
底下 1～ 5 kmに存在する岩塩が高比抵抗体とし
てイメージされている（Key et al., 2006）。同じ
くメキシコ湾では，171地点に OBEMを設置し
て得られた海底電磁場データをもとに地下構造解
析がなされており，海底下 2～ 8 kmに分布する
岩塩はやはり高比抵抗体としてイメージされてい
る（Sandberg et al., 2008）。Sandbergらの結果
で興味深い事柄は地下構造を 2次元的として解
析した場合は岩塩と思われる高比抵抗の基部は掘
削結果と 1.8 kmもずれてしまうが，3次元的と
して解析した場合はそのずれが小さいことであ
る。
　ただしMMT探査の場合は，海底直下の地下
比抵抗構造の情報を得ることは難しい。MMT探
査では自然の電磁場変動を利用するが，これらは
電離層起源であるため，高周波の電磁場変動は海
水中で減衰してしまい海底まで届かない。一方，
低周波の電磁場変動は海底まで届くが海底直下で
急速に減衰しないために，海底下深く（数 km）
までの平均的な比抵抗情報が得られることとなる
（図 1）。したがって海底下数 kmよりも浅部を探
査するためには，海底付近に比較的高周波の人工

図 1　 3 種に大別される海底電磁探査．MMT ＝海洋
MT探査，MCSEM，MMR＝海洋 CSEM探査お
よび MMR 探査，MDCR，Towed-CSEM ＝海底
電気探査，曳航式 CSEM 探査．MMT 探査は電
離層起源の自然の電磁場信号を利用し，その
他は人工信号を利用する．大まかな探査深度
も図として示した．

Fig. 1　 Three broad categories of marine EM soundings. 
［MMT＝marine magnetotelluric sounding; 
MCSEM, MMR＝marine controlled-source 
EM sounding and magnetometric resistivity 
sounding; and, MDCR, Towed-CSEM＝marine 
DC resistivity sounding and Towed controlled-
source EM sounding.］ MMT sounding requires 
a natural EM signal from the ionosphere, but 
the others use an artificial EM signal. The ap-
proximate sounding depths for each method are 
also summarized in the figure.
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信号源を設置し，人工電磁探査を行う必要が生じ
る。そこで次項以降では人工電流を用いた海底電
磁探査について，その代表的なものを紹介する。

III．人工電流源海底電磁探査

　人工電流源を用いた海底電磁探査には実にさま
ざまな種類がある。これらは大別すれば，A）送
信装置と受信装置が切り離されている方法と，B）
送信装置・受信装置ともに一体化されており共に
海底付近を曳航される方法に分けられる。前者は
一般に探査深度が深く，後者は浅いという特徴が
ある。以下，Aの代表例として海洋 CSEM探査
やMMR探査，Bの代表例として曳航式 CSEM

探査および海底電気探査を紹介する（図 2）。
　1）海洋 CSEM探査
　海洋 CSEM探査（Controlled Source Electro-

magnetic sounding）とは，深海曳航型の人工電
流送信装置から海底付近を曳航されている 2つ
の送信電極間に交流電流を流し，このとき海底に
発生する電場・磁場信号を離れた OBEM（図 3）
などの海底に設置された装置で受信する電磁探査
法である（図 1，図 2）。送信ダイポールは水平
であることが多く，また送受信データ解析はある
周波数帯における単位送信強度あたりの受信電場
信号の振幅（V/m/（Am）＝ V/（Am2））を用いる
ことが多い。このときの探査深度は，送受信間距

図 2　 人工信号源を用いた海底電磁探査の一覧（概
念図）．船の進行方向は－X 方向．赤が送信
極であり，赤い点線は人工信号源から発さ
れる電流を模している（ループ・ループ法に
ついては誘導電流を模している）．E，B は
受信電場・磁場を表している．OBEM ＝海
底電位差磁力計，OBM＝海底磁力計，DT＝
深海曳航体．

Fig. 2　 Schematic view of various marine EM 
soundings with controlled sources. Ships travel 
in the －X direction. Red units are controlled 
sources and red dash lines schematically 
indicate an artificial electric current from the 
source （or induced electric current in the case 
of loop-loop method）. E, B＝ received electric 
and magnetic fields. OBEM＝ ocean bottom 
electromagnetometer, OBM＝ ocean bottom 
magnetometer, DT＝deep-towed instruments.

図 3　 深 海 曳 航 式 人 工 電 流 送 信 装 置（上：通 称
MANTA．Goto et al., 2008に加筆）および小型
海底電位磁力計（下：通称 OBEM）．いずれも
日本独自の開発によるもの．

Fig. 3　 Top: Marine navigated towed antennas （MANTA: 
originally from Goto et al., 2008） for deep-towed 
source dipole. Bottom: Small ocean bottom 
electromagnetometer （OBEM）. Both units were 
developed by Japanese EM researchers.
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離が短いほど，また送信周波数が高いほど浅くな
る。深海底での海洋 CSEM探査の歴史は古く，
1970年代に米国スクリプス海洋研究所の研究に
端を発する（Constable, 2006）。以来，アメリカ
を中心として学術ベースの研究がなされてきた。
その集大成の 1つはカリフォルニア沖太平洋プ
レートの海洋地殻～マントルにかけての 1次元
比抵抗構造である（Cox et al., 1986）。これに
よって海底下 3～ 7 km厚の海洋地殻の比抵抗値
が 1000Ωm程度であり，その下の海底下 10～
20 km程度までは 50000Ωm以上の最上部マン
トルがあることが初めて明らかにされた。また別
の集大成は，トンガ島弧の背孤海盆にあたるラウ
海盆で 1995年に実施された海洋 CSEM探査で
あり，拡大軸直下の海底下 2～ 4 kmには低比抵
抗帯がイメージされている（MacGregor et al., 

2001）。MacGregorらはこの低比抵抗帯を拡大
軸周辺の熱水・塩水循環を反映したものと推定し
ている。最近では東太平洋海膨（北緯 9度）に
おいて，40台の OBEMと人工電流送信装置を用
いた海洋 CSEM探査を行っており，同時に前述
のMMT探査も行って地殻浅部～マントルの構
造調査を試みている（Key et al., 2005）。また
2009年 5月には同様の規模でオーストラリア北
西の Scarboroughガス田での海洋 CSEM探査を
行っている（Constable and Key, 私信, 2009）。
これらの調査時の送信電流の周波数は 0.1～
1 Hz，送信電極間隔は 100～ 300 m，送信電流
量は 100～ 1000 Aであり，送信ダイポール強度
は 300 kAmが可能となっている。以上の海洋
CSEM探査の概要については，Constable（2006）
や Constable and Srnka（2007）に詳しい。
　以上は研究ベースの海洋 CSEM探査であるが，
2000年頃から石油・天然ガス調査を目的とした
商業ベースの海洋 CSEM探査の適用事例が増え
はじめた。そのきっかけはノルウェイの Statoil

社が油ガス調査に海洋電磁法を採用したことには
じまる（McBarnet, 2004）。現在，商業ベースで
の海洋 CSEM探査会社は 3社ほどあるが，海洋
CSEM探査の実施数は爆発的に増加している。
その 1つの EMGS社の発表によれば 2000年の

時点では OBEMの設置台数はのべ約 30台，送
信電流測線長は約 300 kmであったのに対して，
2005年にはのべ約 4000台・約 12000 kmであ
る（Eidesmo et al., 2005）。
　油ガス調査において，海洋 CSEM探査が大幅
に適用されはじめた理由の 1つに，油ガス層が
堆積層と比較して電気を通しにくい性質を持つこ
とが挙げられる。例えば Constable（2006）で
は油ガス層は 100Ωm以上，山根（2008）では
30Ωm以上と報告されている。これは前述した
堆積層の標準的な比抵抗値（1Ωm）より大幅に
高い値である。もう 1つの理由は，人工電流送
信時に発生する電場を海底面で測定していること
が挙げられる。オームの法則から考えると，同じ
電流量でも回路の抵抗が高いほど，電圧は大きく
なる。海洋 CSEM探査の場合も，堆積層のみの
場合には電場信号が減衰して届かないような送受
信間距離でも，油ガス層がある場合は大きめの
電場信号が届くことになる。つまりターゲット
としての油ガス層があるほうが受信信号は大きく
なるわけで，これは油ガス層調査にとって幸運で
ある。このような受信特性は Constable（2006）
で定量的に紹介されている。例えば厚さ 100 m，
比抵抗値 100Ωmの円盤状の高比抵抗体が海底
下 1000 mに埋没している場合を考える。この場
合，受信点（OBEM）が高比抵抗体の上にある
場合のみ受信電場が大きくなる。高比抵抗体の直
径が 4 kmの場合，受信強度は最大で 10倍程度
に増幅される（Constable, 2006：Fig. 4）。なお
人工電流を送信し，電場を受信するのであれば
「電気探査と言う手法ではないか？」と思われる
かもしれないが，送受信間距離が遠い場合は電磁
誘導に伴う電場の距離減衰が顕著であり，受信電
場を定量的に見積もるためには電磁誘導の原理を
導入する必要がある。故に「電磁探査」である。
　実際の油ガス調査でも，海洋 CSEM探査の有用
性は示されている。例えば Constable and Srnka

（2007）は油ガス層をターゲットとした海洋
CSEM探査を 3例紹介している。このうちアン
ゴラなどの西アフリカ沖での 2事例では油ガス
層を 50～ 75Ωmの高比抵抗層として検出でき
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ている。一方，別の西アフリカ沖の 1事例では
高比抵抗層を検出できなかったが，この油ガス候
補層は実は塩水で満たされていたことがわかって
いた。地震波探査のみからは油ガス層と思われた
ので掘削してみたが，結果はハズレであった。す
なわち海洋 CSEM探査を用いることでこのよう
な掘削リスクを減らせる可能性が示されている。
Constable and Srnka（2007）によれば，これら
の試験探査ののち，ExxonMobile社は西アフリ
カ・南米・北米で 2002～ 2004年にかけて 34

回の探査を行っている。これらを皮切りに現在，
海洋 CSEM探査は油ガス探査を主目的として世
界各地で行われている。著者が知りえた公開情報
のみであるが表 1に調査海域などをまとめた。以
上の油ガス調査における海洋 CSEM探査の適用
に関しては，山根（2008）にも詳しくまとめら
れている。

　一方で，海洋 CSEM法の抱える問題点として，
Air Waveが挙げられる。水深が浅く送受信間
距離が長い（＋送信周波数が低い）場合は，送
信ダイポールから空気中を伝播し OBEMに伝
わる電磁場の影響を無視できず，この電磁場を
Air Waveと呼んでいる（例えば, Um and Alum-

baugh, 2007）。空気中は電磁場の減衰が少ない
ため，OBEMには強い電場振幅が観測されるこ
とになるが，これは油ガス層が地下にある場合の
受信電場パターンに酷似しているため，データ解
釈時に注意を要する。したがって Air Waveの影
響を除去もしくは評価する必要があるが，地震波
伝播とは異なり Air Waveは「空気層」と「海水
層＋地下構造」のカップリングで起きる現象のた
め，地下構造によって Air Waveの現れ方は異な
る。したがって，水深などに基づいて Air Wave

を一律補正することは難しいと思われる。空気層

表 1 　 油ガス調査における海洋 CSEM探査の適用例．論文中に探査深度や送信の強度（ダイポールモー
メント）が示されているものはそれも記した．

Table 1　 Examples of marine CSEM surveys for oil and gas explorations. The sounding depth from 
seafloor and dipole moment for current source are also indicated if the papers describe them.

Region
Sounding Depth

from sea floor （m）
Dipole Moment

for source （kAm）

Offshore West Africa

Angola Ellingsrud et al.（2002） － 16.5

West Africa Srnka et al. （2005） 2500 －
Cote d’Ivoire Hagdorn et al. （2008） 2000-3000 －
West Africa Price et al. （2008） － －
Mauritania Christensen and Dodds （2007） 5000-5500 270

Offshore South America

Falkland Islands MacGregor et al. （2007） 3000 －

North Sea

Nuggets-1 gas field, UK MacGregor et al. （2006） 3000 324

Troll gas field, Norway Johansen et al. （2005） － 230

Hokstad and Røsten （2007） 4000 200

Abubakar et al. （2008） 3500 －
Luva gas field Hesthammer et al. （2008） － －

Offshore South East Asia

South East Asia Mittet et al. （2008） 4000 －
Sabah, Malaysia Darnet et al. （2007） － －
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も含めた適正なモデリングにより，Air Waveも
含んだ数値計算を行うことは解決法の 1つであ
る（Andreis and MacGregor, 2008）。また後述
する時間領域の海底電磁探査であれば Air Wave

を見分けることができる（水深が浅い場合は早い
時間にOBEMに到着する：Weiss, 2007）。他方，
地震波伝播のように海水層で多重反射する電磁場
を記述することで Air Waveを補正する方法も提
案されており（Nordskag and Amundsen, 2007），
さまざまな補正・評価方法が提案されている段階
である。あるいは，Air Waveは地下深部を探査
する場合に生じる現象であるので，前述のMMT

探査と海洋 CSEM探査を組み合わせたジョイン
ト解析（MacGregor and Harris, 2007）を行う
ことが効果的かもしれない。
　その他にも海洋 CSEM法の抱える問題点はい
くつか挙げられる。主だった 4つを以下に列挙
する。（1）地下構造解析であるが，現在は 2次
元インバージョンが主流であり，3次元インバー
ジョンはまだ開発途上である。最近ではGribenko 

and Zhdanov（2007）による積分方程式法に基づ
く 3次元インバージョンや，Ueda and Zhdanov

（2008）による EMマイグレーションによる 3次
元的イメージング法などが提案されている。（2）
現在は OBEMによる水平方向の受信電場強度の
みが解析にもっぱら用いられている。しかし，例
えば鉛直方向の電場成分は，油ガス層の有無に敏
感である。これはスネルの法則を考えると理解で
きる。水平に広がる高比抵抗層とその上下の低比
抵抗層の間では電場は屈折するので，高比抵抗層
内では電場の鉛直成分が大きくなる（Um and 

Alumbaugh, 2007）。言い換えれば，高比抵抗層
の上下境界にチャージが溜まった状態となってお
り，このようなチャージは海底面にも異常な鉛直
電場を生成する（Key, 私信, 2009）。今後は電場
3成分・磁場 3成分に関する振幅・位相の全情報
が海洋 CSEM探査に用いられるようになるであ
ろう。（3）海底下の極浅部の構造（数百m以浅）
の解析は従来あまりなされていない。これは深
海曳航される送信ダイポールの形状に起因して
おり，送受信間距離が 1 km以下の場合は受信

電場振幅に有限長ダイポールの効果が現れる
（Constable, 2006：Fig. 3）。今後，数百 mより
浅部の地下構造を解析するためには，送信ダイ
ポールの方位や傾斜角をモニターあるいは制御す
ること，さらに送信ケーブル長などを加味したモ
デリングソフトの開発が必要である。（4）油ガ
ス調査においては，より高度な地下構造解釈のた
めに地震波探査と海洋 CSEM探査のジョイント
解析が必要とされている。理由の 1つは，海洋
CSEM探査による決定される比抵抗構造の任意
性である。海洋 CSEM探査では「厚さ×比抵抗
値」を求めることができるが，どちらか一方の値
に制約を与えないと，もう片方の値を確定できな
い場合がある（Dell’Aversana, 2007：Fig. 7に
具体例）。地震波探査とジョイントさせることに
より，比抵抗構造の任意性は減り，比抵抗値の決
定精度は向上する（MacGregor et al. 2006）。も
う 1つの理由は油ガス貯留層のパラメータ（流
体の種類・飽和度・空隙率等）をより高精度で知
るためである（Cooper et al., 2008）。なお，MMT

探査の場合は一般に「厚さ×電気伝導度（比抵
抗値の逆数）」を求めることができるが，厚さと
電気伝導度の間には若干のトレードオフがあるこ
とが知られている。
　2）MMR探査
　海洋 CSEM探査では水平ダイポールを人工電
流送信に用いるが，鉛直ダイポールを用いて人工
電流を送信し，そのとき海底に発生する水平磁場
を測定する探査法をMMR探査（Magnetometric 

Resistivity sounding）あるいは MOSES探査
（Magnetometric Offshore Electrical Sounding）
と言う。人工電流送信時には水面近くと海底付
近に送信電極を配置する。また海底での観測に
は OBEMあるいは OBM（海底磁力計：Ocean 

Bottom Magnetometer）を用いる（図 2）。海洋
CSEM探査によく似ているが，MMR探査の場
合は電流送信に鉛直ダイポールを使用するため，
探査時には送信電極は深海曳航されるわけではな
く，停船した探査船から真下に下ろされるのが
基本である。MMR探査は，カナダのトロント
大学のグループによって 1985年頃に完成された
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（Edwards, 2005に詳しい）。それ以降，特に海
嶺軸付近の海底下浅部（深さ数 10 m～ 1 km）
の比抵抗構造探査に特に使われてきた（多田・島, 

2006にはファンデフーカ海嶺，東太平洋海膨，
マリアナトラフの例が紹介されている）。
　MMR探査では，鉛直ダイポールから送信され
る人工電流がどれほど地中を伝わるかを，水平磁
場によって測定する。仮に海底下に電流が流れな
いとすると，鉛直ダイポールから発される人工電
流はすべて海水中を流れる。この場合，OBMと
鉛直ダイポールの間をすべての電流が流れるた
め，OBMで測定される水平磁場はゼロである。
すなわち，OBMで大きな水平磁場が測定されれ
ばされるほど，海底下の比抵抗値が低いことがわ
かるのである。なおMMR探査は電磁探査の一
種と見なされる場合もあるが，送信電流は直流と
仮定されており，海底に発生する磁場もアンペー
ルの法則から導かれる直流磁場と仮定されている
ので，電磁探査というよりも電気探査に近い探査
法といえるであろう。実際，MMR探査は電気探
査と同様の性質も持っており，例えばMMR探
査での最大探査深度は送受信間距離に依存してお
り，送信電極と OBMの距離の 3分の 1程度で
ある。以上の原理については Edwards（2005）
および多田・島（2006）にまとめられている。
　MMR探査は鉛直ダイポールを用いているが，
幾何学的に考えると容易に理解できるように，水
平ダイポールに比べると海底下を流れる電流量は
少ない。また直流近似のために，送受信間距離が
離れると適用が困難になる場合がある（周期 16

秒程度の長周期の電流を送信しているので，表皮
深度を目安にすれば送受信間距離 1 km程度は問
題がないと考えられる）。しかしながらMMR探
査では，船上に人工電流送信装置を設置すればよ
く，探査システムがシンプルである。また送信ダ
イポールは水深にほぼ等しいため，大きなダイ
ポール強度を得ることができる。例えば Tada et 

al.（2005）では±19 Aを通電しており，水深は
3600 m程度であったので，送信ダイポール強度
は約 140 kAmである。この値は海洋 CSEM探
査の近年の送信ダイポール強度には劣るものの

（表 1），船上装置のシンプルさを考えれば有益で
ある。
　3）曳航式 CSEM探査
　曳航式 CSEM探査は，海洋 CSEM探査に似
通った電磁探査法であるが，両者の最大の違いは
人工電流送信装置とともに受信装置もケーブルで
曳航する点である（図 1）。送受信間距離や，送
信ダイポールの方位と受信センサーの方位の角度
の差は，深海付近を曳航されるケーブルが真っ直
ぐであるならば，ほぼ厳密に決定可能である。こ
のため，曳航式 CSEM探査では，曳航ケーブル
を海底面に沿わせて行うケースが多い。したがっ
て海洋 CSEM探査の問題点として挙げた海底下
極浅部の探査に優れている。反面，送受信間距離
を広げることは曳航ケーブルの長大化を招くため
困難であり，探査深度は数百mより浅い所に限
られる。曳航式 CSEM探査のもう 1つのメリッ
トは，探査時には船上でリアルタイムに電磁探査
データをモニターできることである。これによっ
て探査の効率化が期待される。また送信装置と受
信装置をケーブルで接続しているので，送受信記
録の時刻同期を精密にとることが可能である。こ
れにより，電磁場の振幅だけではなく位相を用い
た解析が可能となる。
　曳航式 CSEM探査には大きく分けて 2種類存
在する。1つは海洋 TDEM探査（Marine Time-

Domain Electromagnetic sounding）と呼ばれる
カナダのトロント大学が開発した方式で，海洋
CSEM探査でよく使われる周波数領域ではなく，
時間領域での解析を採用している（図 2：Towed 

TDEM）。探査システム概要はYuan and Edwards

（2000）で紹介されており，その詳細については
Edwards（2005：Figs. 11, 12）に詳しく紹介さ
れている。まず海底を曳航している長さ約 120 m

の送信ダイポールから矩形的な人工電流を海中に
流す（周期は約 7秒，送信電流値は 20 A程度）。
送信ダイポールから約 170～ 290 m離れた複数
の受信ダイポール（長さ各 15 m）も同じく海底
を曳航されており，送信電流を遮断した後の受信
電場変動を記録できる。送信電流を遮断しても地
中や海中を流れている電流は急には止まることは
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できず，受信電場は緩やかに減少する。この過渡
現象を用いた探査法が海洋 TDEM探査の特徴で
ある。一般に TDEM探査では，送信電流により
発生される 1次的電磁場の遮断後に誘導される 2

次的電磁場のみを測定しているため，高精度な誘
導電磁場の解析が可能とされている。また前述し
たように Air Waveを見分けることも可能な場合
がある。近年ではこれらの特性を背景として，海
洋 CSEM探査でも時間領域の解析が進みつつあ
る。なお海洋 TDEM探査では探査中は曳航をや
めて，送受信ダイポールを 10分間程度海底に静
置させて，その間に人工電流の通電・遮断を繰り
返す。その理由はおそらく，急速に減衰していく
2次的電場を時間領域で精密に測定するためと推
測される。このため，連続的に海底下構造をイ
メージできるわけではなく，離散的にイメージし
ている。
　曳航式 CSEM探査の別の方式では，ここまで
紹介した探査法のように人工電流を海中に流すの
ではなく，送信コイル（磁気ダイポール）により
海底面に水平方向の変動磁場を作りだし，受信コ
イルでそれを測定している。これはいわゆるルー
プ・ループ法と呼ばれる電磁探査法である（図 2

の Loop-Loop）。その開発始祖はカナダの研究グ
ループであるが（Cheesman et al., 1990），現在
は米国ウッズホール海洋研究所で盛んに研究がな
されている。Evans et al.（1999：Fig. 2）には
探査システムの概念図や初期の探査結果が報告さ
れている。それによれば，送信コイル 1つと受
信コイル 3つが海底面を曳航されており，送受
信間距離は 4～ 40 m，探査深度は 10～ 20 m程
度，1～ 2ノット（時速 1.8～ 3.6 km）での連
続曳航探査が可能である。Evans（2001）では，
曳航式 CSEM探査の結果が堆積物コアの結果と
よく一致することを報告している。探査事例とし
ては，堆積層構造の解明（過去の河川跡が低比抵
抗帯として見える）や，海底マウンドでのメタン
ハイドレート検出などが報告されている（Evans, 

2007）。ただしトロント大やウッズホール海洋研
究所の探査装置に共通する事象だが，海底曳航
方式ゆえに海底突起物などにより観測装置が壊

れることもあるようである（Evans, 私信, 2003：
Schwalenberg, 私信, 2004）。
　ここまで述べたように，海中への送信装置とし
ては，（1）電流ダイポール型，（2） 磁気ダイポー
ル型があり，送信ダイポールの設置方向としては
A）鉛直方向，B）水平方向が存在し，あわせて
4通りの送信パターンが存在する。これらの特徴
や差異については，Chave et al. （1991）にまと
められている。
　4）海底電気探査
　地下探査のために，陸上では古くから盛んに電
気探査が用いられており，近年では 2次元ある
いは 3次元の比抵抗構造が求められている。海
洋においても例外ではなく，例えば送受信電極を
多数配したケーブルを水面に浮かべて浅海を曳航
する“水上電気探査”は近年多数行われており，
海底活断層調査（Kwon et al., 2005），海底湧水
の調査（Day-Lewis et al., 2006），湿地帯の調査
（Mansoor and Slater, 2007），河床下の地下水調
査（Allen and Merrick, 2007），さらに地下では
なく水の塩分濃度分布の調査（Amidu and Dun-

bar, 2008）などに利用されている。一方，送受
信ケーブルを浅海底に敷設する“敷設式海底電気
探査”もその歴史は古く，早川（1963）ではソ
連や住友金属社が取り組みつつあることが触れ
られている。近年では，海底地盤調査（Lile et 

al., 1994），塩淡境界の地下水調査（上原ほか, 

2007），さらに海底淡水湧水のモニタリング
（Taniguchi et al., 2006）を目的とした敷設型海
底電気探査が行われている。さらに送受信ケーブ
ルを水面に浮かべるのではなく，浅海底上に曳航
しながら実施する“曳航式海底電気探査”も行わ
れている。Wynn（1988）は曳航式海底電気探査
（正しくは IP法：電気探査を行う際に，流した
電流がどの程度地下に充電されるかを調べる方
法）を実施し，海底の金属物質の検出可能性を示
した。また堆積構造や海底淡水湧水のイメージン
グにも曳航式海底電気探査が適用されている（例
えば, 井上, 2005）。Wynn（1988）ではケーブル
曳航をしながら探査が行われており，井上（2005）
では探査時にはケーブルを海底に静置している。
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　これらはいずれも水深 30 m程度よりも浅い海
域での探査事例であり，深海での海底電気探査
（Marine DC resistivity sounding：図2のMDCR）
の事例はまだ少ない。先駆的事例としては，掘
削孔を用いた水深約 3500 mでの海底電気探査
（Becker et al., 1982）があり，水深約 3600 mの
海底熱水地域で潜水艇による敷設式海底電気探査
を試みた例（Von Herzen et al., 1996）もある。
より実用的な海底電気探査としては，水深約
900 mの日本海海底において深海曳航式海底電
気探査を行った例がある（笠谷ほか, 2006; 高木, 

2006; Goto et al., 2008）。この例では，曳航ケー
ブルは中性浮力とし，海底には下ろさずに海底か
ら高度 5～ 10 mをできるだけ保つようにして，
海底下の比抵抗構造を連続的にイメージできる。
海底面を曳航する場合に比べれば，曳航ケーブル
形状については多少のたるみなどが発生する恐れ
があるが，海底や海面から十分離れた海中にて，
海底付近での曳航時と同速度を保ちつつ（曳航
ケーブルの形状を海底付近の場合と同じと仮定し
て）海底電気探査を行い，正しく海水の比抵抗値
を示すかどうかで検定を行っている。
　海底電気探査のメリットは曳航式 CSEM探査
と共通点が多いが，測定システムはよりシンプルで
ある。そのため，曳航式 CSEM探査よりも多数
の送信・受信電極を 1つの曳航ケーブルに搭載
することができ，深さ方向・水平方向の解像度を
上げることが可能となる。また曳航式 CSEM探
査では電磁誘導の原理（マクスウェルの方程式）
が用いられているが，海底電気探査では直流を仮
定しておりオームの法則のみが利用されている。
このため，海底電気探査における地下構造解析で
は，電磁探査の場合と比較して計算時間・コスト
が大幅に軽減される。一方，デメリットは探査深
度がケーブル長によって制限されることである。
数値計算の結果によれば，送受信電極間距離と
探査深度はおおむね 1：1である（Goto et al., 

2008）。すなわち曳航ケーブルの長さがおよその
探査深度である。また海底電気探査では直流を仮
定しているため，探査深度が深くなれば送信周波
数を低くする必要があり，単位時間当たりのデー

タ取得数は減少する（0.25 Hzの場合は表皮深度
から考えて，500 m程度までは直流近似は可能
かと思われる）。なお送信装置に関しては海洋
CSEM探査や曳航式 CSEM探査と海底電気探査
では同等のものを用いているが，一般に海底電気
探査装置のほうが（探査深度が浅いために）最大
送信電流値は小さい。
　海底電気探査に関しては，海水の比抵抗（約0.3

Ωm）が陸上堆積物（例：100Ωm）よりも圧倒
的に小さく，いわば受信電極同士がショートした
ような状態にも思われるため，日本国内の物理探
査専門家は当初（2005年頃）その有効性に対し
て懐疑的であった。しかし，（1）送信電極と海
水との接触抵抗は陸上よりも極端に小さく（1Ω
程度）小さな出力電圧で大きな出力電流が送信で
きること，（2）受信電極と海水との接触電位差
ノイズが小さく受信電圧が比較的安定しているこ
とから，海底では陸上よりも高い S/N比で電気
探査を行える。実際に日本海の場合，見掛比抵
抗誤差は 0.01Ωm以下であった（Goto et al., 

2008）このときの送信電流は±16 A程度，送信
周波数は 0.25 Hz，受信電位ノイズは 10μVp-p

以下であった。陸上では受信ダイポール間隔や電
極の接地抵抗などによるが，1 mVp-p程度のノ
イズレベルが一般的である（例えば, 上原ほか, 

2007）。このような海底でのメリットは他の海底
電磁探査にも言えることである。先に紹介したよ
うに，浅海での適用事例の増加傾向を考えれば，
深海での適用例は今後ますます増えると考えられ
る。現に米国 AGI社は水深 1000 m程度で稼働
する深海用の海底電気探査装置の販売を開始して
いるようであり，今後商業ベースの海底電気探査
は増えると予想される。

IV．メタンハイドレート域への 

海底電磁探査の適用

　本章では，ここまで紹介してきた種々の海底
電磁探査のうち，海底下の MH 調査に適用さ
れた例を紹介する。その代表例は，オレゴン沖
Hydrate Ridgeでの海洋 CSEM探査の結果であ
る。Weitemeyer et al.（2006a）によれば，25台
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の OBEMを線状に並べ，その上を人工電流送信
装置を曳航したところ，見掛比抵抗の増加地域が
認められた。海底下 0～ 300 m程度に相当する
見掛比抵抗分布は，反射法地震探査の結果と整合
的であり，従来の研究でMHがあると思われる
地域は高い見掛比抵抗値を示した。アーチーの
法則に基づいて見掛比抵抗値から MH の孔隙
中の飽和率を求めたところ，0～ 30％の飽和率
と見積もられた。これらの値は ODPでの海底
掘削データから推定された含有量と矛盾しない。
Weitemeyer et al.（2006a）で注目すべきは，送
信電流の周波数である。通常，海洋 CSEM探査
ではより深部のターゲット（海底下数 kmの油ガ
ス層）に対して 0.25 Hz程度の人工電流を送信し
ているが，本研究では 5 Hzの人工電流を送信
している。こうすることで送受信間距離が同じ
であっても探査深度を浅くすることが可能とな
る（Weitemeyer et al., 2006b）。送信周波数を
0.25 Hzのままにしておき，送受信間距離を縮め
ることでも探査深度を浅くすることは可能である
が，この場合は III章 1）節で述べたように送信ダ
イポールの方位や傾斜角の影響が大きくなり，地
下浅部を正しくイメージすることができない。た
だし，5 Hzの人工電流信号は 0.25 Hzの場合よ
りも距離減衰が激しいため，送受信間距離が大き
くなると測定精度が低下する。したがって，5 Hz

だけではなく 0.25 Hzのような低周波数・大振幅
の送信信号も同時に用いてMHのイメージング
をすることが重要で，やはり曳航ケーブルの位置
を精度よく把握し，これを取り込んだインバー
ジョンコードを開発することが今後の課題であ
り，Weitemeyerら（私信, 2009）はすでに開発
を始めている。
　海洋 CSEM探査によって海底下のMHがイ
メージされるケースは今後おそらく増えるであろ
う。例えば Darnet et al.（2007）では，マレー
シア沖での海底地形・MH・深部油ガス層の有無
による海洋 CSEM探査での受信データへの影響
を数値計算に基づいて議論している。またスクリ
プス海洋研究所では 2008年 10月に，メキシコ
湾において海底下のMH調査を目的とした海洋

CSEM探査を行った。ここでは新規に開発され
た深海曳航式 3成分海底電位差計が使用された。
Vulcanと名付けられたこの装置は，送信ダイ
ポールのさらに後方にロープによって取り付けら
れ，人工電流送信装置とともに海底を曳航され
る。つまり周波数領域の曳航式 CSEM探査を可
能にする装置である。データは無事に取得され，
現在解析中である。
　日本でも海洋 CSEM探査によるMHのイメー
ジングが試みられている。その一例として，桜井
ほか（2009）は，海底電気探査装置として開発
された人工電流送信装置（MANTA：Marine 

Navigated Towed Antennas）と OBEM 1台を
組み合わせて，海洋 CSEM探査を実施している
（図 3）。これらの装置の詳細は笠谷ほか（2006），
Goto et al. （2008），Kasaya and Goto （2009）
をご覧いただきたい。桜井ほか（2009）での実
験海域は東海沖である（図 4）。実施時期は 2006

年 2月であり，海洋研究開発機構の調査船「か
いよう」KY06-02航海において行われた。この
海域では基礎試錐「南海トラフ」が 2000 年に掘
削されており，海底下約 210～ 270 mで 3層の
MH層が確認されている（手塚ほか, 2002）。こ
の基礎試錐「南海トラフ」の南南東 1 km～北
北西 1 km にかけて，海洋 CSEM 探査の曳航
測線を設けた。海底地形はほぼ平坦である。送
信ダイポール（最大長約 100 m，総ケーブル長
約 160 m）を有するMANTAを海底面より高度
約 8 mを保ちつつ，最大±16 A程度（周波数
0.25 Hz）を送信しながら測線上を約 1ノットで
曳航させた。この間，受信装置である OBEMを
MANTAの曳航測線から約 160 m離れた地点へ
設置しておき，8 Hzのサンプリングレートで海
底での水平電場 2成分・磁場 3成分を記録した。
　東海沖での海洋 CSEM探査では，500 mを超
える送受信間距離でデータを取得することができ
た。受信データの一例を図 5に示す。水平電場 2

成分はそれぞれ，MANTA曳航測線に並行成分
（Ex）と直交成分（Ey）に座標回転がなされてい
る。また受信磁場信号の代表値として鉛直成分を
図示した。図 5では横軸 2800秒付近で Exと Bz
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は最大振幅を示しているが，この時刻にMANTA

とOBEMの距離は最短であった。すなわち図 5の
大振幅部分は，MANTAから送信された電流信号
が OBEMの地点に作りだした電場・磁場信号で
ある。この受信信号部分は図 5の横軸 1900秒付
近～ 3500秒付近で顕著である。これはMANTA

と OBEMの最接近時刻の－900～＋700秒程度
にあたる。曳航速度が 1ノット（時速約 1.8 km）
なので，MANTA と OBEM の最短距離が約
160 mであることも加味すれば，MANTAと
OBEMの送受信間距離がおよそ－480～＋380 m

の範囲内では明瞭に信号が受信されており，受信

信号のスタッキングを行えば送受信間距離は±
1 km程度は確保できると推測される。したがっ
て地下数百 m の比抵抗構造を求めることが可
能である。なお Ex 成分，Ey 成分は途中で振
幅が小さくなる箇所がある。これはMANTAと
OBEMの位置関係によって，Ex成分最大時には
Ey成分が最小となり，Ey成分最大時には Ex成
分が最小となるためである。また Ex・Ey成分に
は，OBEMの増幅回路に起因するノイズのため
に受信電位差のノイズレベルが 10μVp-p程度に
達している。現在ではこの問題は解決されてお
り，ノイズレベルは 1μVp-pである。記録保存
時にも定期的なスパイク状磁場ノイズが発生して
いたが（図 5），こちらも現在は解消されている。
　予察的な解析結果によれば，本地域の海底下の
比抵抗値を一様と仮定した場合，観測された受信
電場強度をよく説明する比抵抗値は 1～ 2Ωm

であった（桜井ほか, 2009）。この値は基礎試錐
「南海トラフ」での電気検層データ（手塚ほか, 

2002）から得られる堆積物の平均的な比抵抗値
と同等であり，今回の海洋 CSEM探査の結果が
おおむね妥当であることが裏付けられた。次に同
検層データに基づいて，比抵抗値 10Ωm・厚さ
30 mの高比抵抗層を海底下 250～ 280 mにおい
たモデルについて数値計算を行ったが，受信電場
強度の計算値は 2Ωm一様構造の場合と大きな
差異はなかった。したがって今回の観測誤差程度
では基礎試錐「南海トラフ」でみられたような薄
いMH層の検出は難しいと言える。
　一方，同様の高比抵抗層が深さ 100 m程度に
ある場合は，受信電場強度の計算値は誤差を超え
て変化するので，薄いMH層であったとしても
深さ 100 m程度であれば検出可能であると言え
る。先に述べたように現行の OBEMではノイズ
低減がなされているので，現在ではもう少し深い
ところにある薄いMH層を検出可能であると思わ
れる。一方，図 5のEx成分をよくみると，MANTA

が OBEMに近づくときと遠ざかるときで，Ex

成分の局所最大振幅（2300秒付近と 3300秒付
近：図 5の矢印と破線）に差があることがわかる。
MANTAが OBEMに近づくときのほうが受信振

図 4　 東海沖における海洋 CSEM探査の範囲．Head，
Tail ＝ MANTA（送信ダイポール）の先頭と
末尾の代表的な位置（音響測位システムによ
り決定）．MITI Well＝基礎試錐「南海トラフ」
の位置．OBEM の設置位置は北緯 34°12.959′，
東経 137°45.167′，水深は 954 m．

Fig. 4　 Location of a marine CSEM experiment off 
Tokai, Japan. Head, Tail＝representative 
locations of the MANTA using the ship's acoustic 
navigation system. MITI Well＝a borehole. 
Location of an OBEM site is N34-12.959′, E137-
45.167′ with a water depth of 954 m.
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幅は大きいので，OBEMより南南東側には地下
の浅いところにMH層が分布する可能性が示唆
される。しかし III章 1）節で述べたように，この
ような地下浅部の解析時にはMANTAの送信ダ
イポールの位置を記録し，解析に取り入れる必要
がある。本実験では調査船「かいよう」の音響測
位システムを用いて送信ダイポールの先端と末尾
の位置（水平・鉛直）を記録しているため，今後
はこれらの測位データを利用したさらなる解析が
期待される。
　曳航式 CSEM探査ではさらに詳細に，MH層
に関係すると思われる探査結果が得られている。

まず海洋 TDEM探査を用いてバンクーバー沖
を探査した結果，通常の堆積層上では見掛比抵
抗値は 1.1～ 1.5Ωmであるが，ブランク帯（地
震波反射面を判読しづらい地層部分）上では
5Ωm程度の高い値を示すことが明らかとなった
（Schwalenberg et al., 2005）。これはMHの孔隙
中の飽和率に換算すると 50％を超える値である。
彼らは，この高比抵抗値はMHとそれに付随す
るガスによるものと解釈している。同様の手法を
ニュージーランド沖に適用した例でも，海底から
のガス湧出地域では高い見掛比抵抗値が観測され
た（Schwalenberg et al., 2008）。地下構造をイ

図 5　 海洋CSEM探査時にOBEMで受信されたデータの例．
測定ノイズレベルも記した．Ex，Ey＝送信ダイポー
ル曳航測線に並行・垂直な電場成分（図中に方位を
黒矢印で示した）．長さ 4.4 mの受信ダイポールで計
測された値である．Bz＝磁場鉛直成分．送信ダイポー
ルは 1000 秒間で約 500 m 程度移動しており，時刻
2800 秒付近で OBEM に最も近づいている（図 4）．
Ex の振幅をみると，送信ダイポールが OBEM に近
づく時間帯のほうが，遠ざかる時間帯よりも大きい
（Exグラフ中の水平点線は接近時の最大振幅）．

Fig. 5　 An example of data obtained from marine CSEM 
sounding recorded by one OBEM. The noise levels 
of the instrument are also shown. Ex, Ey＝parallel 
and perpendicular components of electric field to the 
towed profile measured with electric dipoles of 4.4 m in 
length. The direction of each component is shown as a 
solid arrow in the figure. Bz＝ vertical magnetic field. 
During a period of 1000 seconds, the source dipole 
was towed continuously a distance of about 500 m. At 
around 2800 sec., the source dipole was closest to the 
OBEM （Fig. 4）. Note that the Ex amplitude before 
approaching the OBEM is larger than after leaving 
from the OBEM （Horizontal dash lines in the Ex graph 
indicate the maximum amplitude when approaching）.
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ンバージョンで求めると，海底下 50～ 100 mに
30Ωmの高比抵抗体がイメージされた。彼らは
これもMHとガスの双方の存在によるものと推
定している。一方，Loop-Loop型曳航式探査は
探査深度は 10～ 20 m程度と浅いが，ガス湧出
地域で異常を検出している。Evans（2007）は
非常に高い水平分解能で探査を行い，メキシコ湾
のガス湧出地域で周囲より低い見掛比抵抗値を観
測している。Evansは地下からの比較的温度の
高く塩濃度の高い流体の湧出によるものと説明し
ている。この傾向は Schwalenberg et al.（2008）
とは異なるが，探査スケールの違いが効いている
のかもしれない。
　海底電気探査によっても，海底下のMH層に
相当すると思われる高比抵抗層分布（特に上面
深度変化）が明瞭にイメージされている。高木
（2006）や Goto et al.（2008）は，日本海上越
沖海域（水深約 900 m）において，海底電気探
査を実施した。本海域では Matsumoto et al.

（2005）が海底付近に分布するMHの存在を指摘
していた。観測システム（MANTA：前述と同じ
装置。海底電気探査用の受信機能も搭載）の概要
を図 6に示す。数値計算の結果に基づけば，長
さ 160 mの送受信ケーブルを曳航するMANTA

の場合，最大探査深度は海底下 100 m程度であ
る。本探査は 2005年 8月に調査船「かいよう」
KY05-08航海で実施された。本海域の海底地形
は起伏があるために海底からの高度を一定に保つ
ことはできなかったが（図 7上），可能な限り海
底付近を曳航するようにした。本探査で得られた
見掛比抵抗値の定性的な特徴を把握する為に，擬
似断面（送受信距離をおよその探査深度として見
掛比抵抗値をプロットした図）として示したとこ
ろ（図 7下），MANTAの位置が S1地点や S5地
点のように海底面から離れている場所では見掛比
抵抗値は 0.4Ωm以下の低い値を示しており，擬
似断面には曳航高度の影響（＝MANTA下の海
水層の厚さ）が表れている。しかしながら，海底
近くを曳航した S7～ S9地点などでは標準的な
堆積物（1Ωm）と海水（0.34Ωm）から期待さ
れる見掛比抵抗値約 0.5Ωmを大きく上回ってい

る。特に S3での見掛比抵抗値は 0.7Ωmに達し
ている。これらは海底下に標準的な堆積物よりも
比抵抗値の高い物質が分布することを示唆してい
る。
　そこで高木（2006）は，地下構造を 1次元的
と仮定してインバージョンを行い，本海域の海
底下構造の可視化を試みた。海底電気探査は測
線に沿って連続的に実施されているが，そのう
ち代表的な 20地点（図 8a）の見掛比抵抗をイン
バージョンへの入力データとして選んだ。各地
点で曳航ケーブルは水平と仮定し，海水層の比抵
抗を 0.34Ωmと仮定した。また各地点での曳航
ケーブルの海底からの平均高度を 1次元インバー
ジョン時にモデル内に取り入れた。海底下構造に
ついては，計 13層の層構造で表現し，各層厚を
固定した状態で，各層の比抵抗値をインバージョ
ンにより決定した。インバージョンには，微小遺
伝的アルゴリズム（micro-GA）に平滑化制約を
加えた後藤ほか（2008）の手法を用いた。曳航
測線沿いの各地点で 1次元インバージョンを行

図 6　 海底電気探査システム（MANTA）の概念図
（Goto et al., 2008）．点線は地中に伝わる人工電
場信号を模している．C1 ～ C7 および COM は
送信電極，P1～ P2は受信電極，黒い円は音響
測位用トランスポンダー，灰色の円は浮力体
をそれぞれ示す．

Fig. 6　 Schematic diagram of the marine DC resistivity 
survey system 'MANTA' （Goto et al., 2008）. 
Dashed curves schematically indicate penetration 
of artificial electric field. C1-C7 and COM: source 
electrodes. P1, P2 : receiver electrodes. Solid 
circles : acoustic transponders. Grey circles : 13-
inch glass spheres for floats.
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図 8　 （a）1次元インバージョンによる日本海上越沖の海底下比抵抗構造（高木 , 2006を改変）．海面からの深さ
で表示．菱形＝ 1 次元インバージョン解析に用いた見掛比抵抗値を取得した位置（全 20 地点）．（b） 比抵
抗構造から算出されたメタンハイドレート（MH）の孔隙中の飽和率分布．白丸＝ピストンコアリング（PC）
や海底カメラ観察などで，MH が海底面上に分布すると思われる地点．灰色丸＝ PC によって通常の堆積
物が採取された地点．

Fig. 8　 （a） stitched 1D resistivity model below the seafloor off the Joetsu area （modified from Takagi, 2006）. Depth from 
the sea-surface. Diamond＝ locations where apparent resistivity values used for the 1D inversion are obtained （20 
sites）. （b） Methane hydrate （MH） saturation ratio in pores estimated from the resistivity model. Open circles :  
MH exposed sites confirmed by piston coring （PC） and camera observations. Gray circles : normal sediment sites 
confirmed by PC.

図 7　 日本海上越沖での海底電気探査によって得られた測線下の見掛比抵抗擬似断面（Goto et al., 2008に基づく）．
縦軸は深さではなく，送信電極番号（送信電極の水平位置も示した）として，大まかな断面図としている．
海底地形図の断面図および MANTA の代表的な位置（丸，菱形）も上方に示した．

Fig. 7　 Pseudosection of apparent resistivity along a profile of marine DC resistivity sounding off Joetsu, Japan Sea 
（originally from Goto et al., 2008）. The vertical axis is not to scale, but the electrode numbers （with their 
horizontal locations） for the source dipoles are used to represent approximate sounding depths below the 
MANTA. A cross-section of the bathymetry is also shown at the top, together with representative locations of the 
MANTA and its tail （solid and open diamonds, respectively）.
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い，それらをつなぎ合わせて擬似的な比抵抗断面
図を得た（図 8a）。これをみると，海底地形の高
まり部分では海底直下～海底下 100 mまで高い
比抵抗値を示しており（5Ωm以上），水平位置
600 m地点付近の比抵抗値は 100Ωm以上と特
に高い。また測線全体を通じて，海底下 60～
80 mより地下には 3Ωm以上の高比抵抗層が広
がっている。この地域でピストンコアラーによる
堆積物採取を行ったところ，海底直下に高比抵抗
体が認められる地域ではMHやその溶解物が採
取され，さらにその周辺海底をカメラ曳航体で観
察したところ，100 m程の幅で海底変色域が認
められた（高木, 2006; Goto et al., 2008）。一方，
海底直下が 1Ωm程度の地域では通常の堆積物
が採取され，海底変色域も認められなかった。以
上のことから，海底電気探査で示された高比抵抗
体はMHあるいは付随するメタンガスに関連す
るものと考えられる。
　仮に空隙がMHで満たされていると仮定し，
高木（2006）はWeitemeyer et al.（2006a）と
同様の手法で日本海上越沖の海底下MHの孔隙
中の飽和率を求めた。まず孔隙中の飽和率と比抵
抗の関係式としては下記のアーチーの式に基づく
計算式を用いる。

　　  （1）

ここで，Swは孔隙中の水飽和率，twは海水の比
抵抗値（0.34Ωm），ttは今回得られた地層の比
抵抗値，zは孔隙率であり，孔隙中のMH飽和
率 Sh＝ 1－ Swである。定数 a，m，nはそれぞ
れ迂回係数，膠結係数，飽和係数と呼ばれてお
り（高倉, 1999），Weitemeyer et al.（2006a）と
同様に a＝ 1，m＝ 2.8，n＝ 1.9とした。まず本
研究での海底表層付近の標準的な堆積物の比抵抗
値は 1Ωmであったので，Sw＝ 1とすると上式
より堆積物の孔隙率 zは約 68％と見積もられる。
本地域の堆積物の孔隙率 zを深さによらず一定
と仮定すれば，これらの値を用いることで本海域
の地下比抵抗分布（図 8a）をMH飽和率分布（図
8b）に変換することができる。図 8bによれば，

水平位置 400・800・3200 m付近では海底表層付
近～海底下 100 m程度まで 50％を超えるMH飽
和率が予想された。また測線下には共通して，海
底下 60～ 80 mより下に 50％を超えるMH飽和
率の層が広がっているように見える。この海域に
関しては，Hiruta et al.（2009）は孔隙中の地下
水の化学分析に基づいて，局所的には海底下の浅
いところでMHが形成されていると推定してお
り，また松本ほか（2009）は反射法地震探査の
結果からガスチムニー状のメタンハイドレート集
積を推定している。これらの結果は海底電気探査
の結果と整合的であり，松本ほか（2009）は海
底電気探査の結果も含む種々の地質学・地球物理
学的調査の結果から，本海域のMHの集積・崩
壊メカニズムの総合的な議論を行っている。この
ように，海底電気探査はMH層と思われる高比
抵抗体の深さ分布を詳細に知る際に有効な手法で
あると考えられる。

V．まとめと今後の展望

　以上に述べてきたように，科学的調査のために
開発された海底電磁探査は，近年では石油・天然
ガス探査に盛んに用いられており，MH分布調査
にも用いられはじめている。海底電磁探査のう
ち，自然信号を用いるMMT探査は簡便ではあ
るものの，探査深度は深すぎるため，MH分布調
査には人工電磁探査が必要である。最も広く使用
されている海洋 CSEM探査によって，MHのイ
メージングは進みつつある。また曳航式 CSEM

探査や海底電気探査によってもMH分布調査が
なされつつある。さらにMMR探査によっても
MH分布を求められる可能性もある。すでに実
データは取得されており，解析が進められている
（大塚ほか, 2007）。
　ここまでの各探査法の特性を比較してみると，
MH分布調査においてはトロント大の曳航式
CSEM探査（海洋 TDEM探査）と海底電気探査
が有望であると著者は考える。油ガス調査で用い
られる海洋 CSEM探査では従来扱ってきた対象
物の深度が 1 kmより深く，それよりも浅い深度
の対象物を探査するためには，前述したように新
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たな計測技術やインバージョンコードの開発など
が必要である。一方，曳航式 CSEM探査や海底
電気探査では送受信装置の位置関係は比較的よく
制御されている。曳航式 CSEM探査のうち，
ループ・ループ法を用いた方式は探査深度が浅
く，MH探査には不向きである。したがって海洋
TDEM探査や海底電気探査が有望である。海洋
TDEM探査は探査深度が数百mと深いため，海
底下のMH層全体をイメージすることができる。
一方，海底電気探査は探査深度が 100 m程度と
浅いものの，MH層の上面深度の分布を求めるこ
とに長けている。したがってこれら 2つの探査
法を組み合わせてMH分布調査を行うことが現
在では最も効果的である。
　海底電磁探査はその歴史は古いものの，盛んに
用いられるようになってきたのは 2000年以降で
ある。現在は，個々の研究者が自身のアイデアに
基づいてさまざまな海底電磁探査法を開発してい
る段階であり，今後も新たな海底電磁探査法が現
れると思われる。さらに地下構造探査だけではな
く，海底下のモニタリング技術としても適用され
ていくことが予想される。一方で，海底電磁探査
単体ではなく，地震波探査や検層結果ともあわせ
た統合的な地下イメージング技術の進歩も必要で
あろう。これらの進歩を通じて，MHの生成・分
解プロセスの解明やエネルギー資源としての利用
を目的した調査・研究において，海底電磁探査が
今後ますます注目され使用されていくと著者らは
予想しており，またそれを期待している。
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